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Ⅰ　はじめに
「持続可能な開発のための教育（ESD：
Education for Sustainable Development）」の本
格的な活動は，1992年のリオデジャネイロ国
連環境開発会議において「アジェンダ 21」が
採択されたことに始まるといわれる。その後，
2002年のヨハネスブルグ・サミットにおいて
日本が提案した「国連持続可能な開発のための
10年（2005～ 2014年）」が同年の国連総会で
採択され，これを機に日本では学校教育のレベ
ルでも ESDの普及が進んだ。
「国連持続可能な開発のための教育の 10年」
関係省庁連絡会議（2011, p.4-5）によれば，
ESDの目標は「すべての人が質の高い教育の
恩恵を享受し，また，持続可能な開発のために
求められる原則，価値観及び行動が，あらゆる
教育や学びの場に取り込まれ，環境，経済，社
会の面において持続可能な将来が実現できるよ
うな行動の変革をもたらすことであり，その結
果として持続可能な社会への変革を実現するこ
と」とされている。また，日本のような先進
国においては，とくに環境保全，人権や平和
等の社会的な課題，貧困等の経済的課題につい
て，グローバルな視野を持ちつつ取り組んで行
くことが必要であるとされている。そのため，
ESDの要求に応えるためには，教育や学習の
あらゆる観点の中に持続可能な開発の原理，価
値および実践を統合することが求められ，ESD
で扱われる対象は，環境教育・福祉教育・人
権教育・平和教育・ジェンダー教育・開発教
育・国際理解教育など極めて広範囲にわたって
いる（卜部，2011 p.4）。したがって，当然な
がら ESDは特定の教科の学習の範囲内でその
目的が達成される性格のものではないが，その
基盤として不可欠なのが教科学習のレベルで
の ESDの取組みである。そのような理由から，
日本でも社会科・理科を始めとする各教科で
ESDの研究や授業実践が試みられてきた。
とくに，地理教育は早い時期から ESDに積
極的に貢献してきた分野の１つである。たとえ
ば，1992年にワシントンで開催された国際地
理学連合（IGU）の国際会議で採択された「地
理教育国際憲章」には，持続可能な開発と地理
教育のあり方が盛り込まれ，先進的な取組み
として高く評価された（中山，2011, p.10-11）。
また，2007年にスイスのルツェルンで開催さ
れた IGUの国際会議では「持続可能な開発の
ための地理教育ルツェルン宣言 1）」が採択され
たが，ここでは持続可能な開発のパラダイムが
全ての段階で，そして世界の全ての地域で地理
教育に盛り込まれるべきであるとされ，地理教
育が ESDに大きく貢献し得る分野であること
が示された。
こうした地理教育をめぐる国際的な動向を背
景として，とくにヨーロッパ諸国を中心に地
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理教育の立場からの ESD研究が活発に進めら
れてきた。とくに ESDの先進国といわれるド
イツでは，地理教育における ESD研究が盛ん
であり，地理科のカリキュラムに ESDのテー
マが明確に位置づけられ，学校教育全体の中で
も高く評価されている（山本，2015, p.39）。ま
た，イギリスの中等学校でもカリキュラム全体
で ESDが重視され，地理科がその推進で大き
な役割を果たしており，ESD推進を担う資格
カリキュラム局が提示する ESDを実践できる
「単元計画例」全 86単元のうち半数近くが地
理で占められている（志村，2010, p.178-179）。
しかし，これら以外の国々については，地理
教育の動向自体についての情報も乏しく，ESD
が地理教育にどの程度の影響を及ぼしているの
かを知る手がかりが著しく不足している状況に
ある。
そこで，本稿では EUの一員であるポルトガ
ルを対象として，その地理教育カリキュラムに
ESDがどの程度反映されているのか，またそ
のカリキュラムがいかなる課題を抱えているの
かを明らかにすることを目的とする。ポルトガ
ルでは，1986年の EC（現 EU）加盟後に開始
された教育改革のなかで，地理教育の刷新が図
られ，伝統的な地誌学習を中心とするカリキュ
ラムからコンピテンシー重視の新しいタイプの
カリキュラムへと急速な変化を遂げてきた。そ
のため，ESDにおいて先行するドイツ・イギ
リス等の国々と同様に，地理教育にも ESDが
大きな影響を及ぼしている可能性が高く，ESD
のヨーロッパにおける普及の実態を知るうえで
も興味深い知見が得られるものと思われる。
Ⅱ　ポルトガルにおける ESDの
　　現状と課題
1．環境教育・ESDへの取組み
EU諸国では一般に環境問題への関心が高
く，環境教育や ESDへの熱心な取組みが行わ
れてきたが，ポルトガルでも環境問題に対処す
るための組織や法の整備については，他の諸国
と歩調を合わせる形で進められてきた。
まず，政府レベルの対応としては，1975年
にポルトガルに環境庁が創設され，政策課題
の１つとして環境問題が正式に認知された。さ
らに，1987年には環境基本法が制定され，ポ
ルトガルの環境政策の基本的な枠組みが示され
た。しかし，環境基本法は基本理念，保全の
対象となる環境要素，環境政策の主体となる組
織等についての広範な内容を含むものであった
が，全 52条のうち教育に関して言及している
のは環境教育・環境保護・自然遺産・文化遺産
に関する専門的なプロジェクトを行うことを定
めた 39条の僅か 1条に過ぎなかった。このこ
とにも端的に表れているように，ポルトガルに
おける環境教育への政府の取組みは他の EU諸
国に比べて出足が遅れ，以後も消極的な姿勢が
目立った。
その後，ポルトガル政府は 1998年にオーフ
ス条約 2）を批准するなど，環境教育や ESDに
ついての関心も高まるかに見えたが，政府の
環境教育・ESDへの対応は一般に鈍く，現在
に至るまで政府による環境教育・ESDに関す
る委員会の設置やプロジェクトの策定等はほと
んど行われておらず（Schmidt, 2012, p.59），政
府レベルでの対応はドイツ等の他の EU諸国に
比べて後れをとっている。そのような事情もあ
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り，教育界における ESDへの関心はシチズン
シップ教育等に比べて一般に低く，ポルトガル
で ESDの本格的な普及が始まったのは，リト
アニアのビリニュスで開催された国連欧州経済
委員会で「国連持続可能な開発のための教育の
10年」の推進について議論された 2005年以降
であった（Cachinho, 2012, p.167）。
一方，環境教育に関する研究の面では，1990
年にポルトガル環境教育学会が創設され，以
後，毎年1回のペースで大会が開催されている。
学術研究の面から環境教育・ESDの活動を支
える専門学会の設立は，環境教育や ESDの推
進に一定の成果をあげているが，学会の学校教
育への影響力を疑問視する声もある。その原因
は，各教科レベルでの実践を意識した研究の乏
しさにあるといわれ，各教科の学習内容を踏ま
え学校教育の現実に即した実践的研究が強く求
められている（Alberto, 2001, p.54）。
以上のように，ポルトガルでは国の主導によ
る環境教育・ESDの推進に関する積極的な施
策に乏しく，実際には環境教育・ESDは主に
地方行政や民間団体の手で進められてきた。そ
の結果，後述するように ESDに関する実践的
なプロジェクトの多くは地方行政（市町村）・
NPO・学校等によって担われている。
2．ESDに関する活動の実態
国による ESDに関する実態調査が行われて
いない現在，ポルトガルにおける ESDに関す
る活動の全体像を正確に把握することは難しい
が，その全体像を知るための手がかりとなる資
料は存在する。それが，2005年６月に Schmidt
と Guerraが行った ESD（環境教育を含む）の
プロジェクトの実施内容に関するアンケート
調査であり，その結果は Schmidt & Guerra
（2013）にまとめられている。そこで，本稿で
は Schmidt & Guerra（2013）の調査結果をも
とに，ESDに関する活動の実態を概観したい。
このアンケート調査では，地方自治体，
NPO等の民間団体，学校など 6,500以上の組
織・団体に郵送・電話・Eメール等の方法で
コンタクトをとり，結果として 2,274の組織・
団体から回答が得られた。まず，ESDのプロ
ジェクトの主体に関する調査結果をまとめたの
が図 1である。最も高い割合を占めているのは
地方行政（市町村）であり，全体の 58％を占
めている。また NPOも 15％を占めており，市
町村と NPOが ESDに関するプロジェクトの
主たる担い手であることが分かる。とくに市町
村が実施するプロジェクトが多いのは，市町村
の重要業務の１つであるゴミ処理に関する啓蒙
活動の一環としてプロジェクトが位置づけられ
ていることが大きく関係している（Schmidt & 
Guerra, 2013, p.199）。一方，国行政（9％），企
業（7％），動物園・公園（5％），その他（6％）
が実施する事例も見られるが，全体に占める割
合は低い。とくに，大学・研究所などの研究機
関や博物館によるプロジェクトがほとんど行わ
れていない点が目立つ。
次に，これらのプロジェクトの対象者につい
ての調査結果をまとめたのが図 2である。この
図を見ると，全体として学校の児童・生徒・
学生を対象としたものが圧倒的に多く，ロー
カル・コミュニティ（33.6％），企業・NPO
（18.5％），観光客（7.9％）など，一般の社会人
を対象としたプロジェクトの割合は低い。と
くに，小学校の低・中学年（64.1％），高学年
（54.4％）を対象としたものが多く，年齢が上
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がるに従ってプロジェクト数が減少する傾向が
見られる。実際に，大学生を対象としたものは
僅か 7.9％に過ぎない。このように，ESDのプ
ロジェクトの多くは学校の児童・生徒を対象と
し，とくに低年齢の子どもたちを対象としたも
のが多い点に特徴がある。
そこで，小学校低・中学年（第 1～ 4学年），
小学校高学年（第 5～ 6学年），中学校（第 7
～ 9学年）の児童・生徒を対象としたプロジェ
クトが，それぞれどのようなテーマを扱って
いるのかを示したのが図 3である。まず，小
学校低・中学年では「水」（81.6％），「ゴミ」
（76.3％），「自然保護」（70.4％）といった環境
教育で従来から扱われてきたテーマが多く選
択されている。とくに，「水」の中でも水の消
費や汚染について扱っている事例が多いのが特
色である（Schmidt & Guerra, 2013, p.205）。小
学校高学年においても「ゴミ」（81.9％），「自
然保護」（76.2％），「水」（72.5％）が主要な
テーマとなっているが，低・中学年に比べて
「水」が減少し，逆に「エネルギー」（59.4％）
が多くなる点に特徴が見られる。また，中学
生では小学生と同様に「ゴミ」（75.7％），「水」
（69.5％），「自然保護」（67.9％）が上位を占め
るが，「持続可能な開発」3）（64％）が増加して
おり，ESDの取組みが本格化するのが中学校
以降であることが窺われる。
これらの調査結果から，ポルトガルにおける
ESDの活動の特徴をまとめると，以下の 4点
に集約されよう。① ESDの取組みの主体は地
方行政（市町村）・NPO等の学校外の組織に担
われている場合が多い。②プロジェクトの対象
は各種の学校の児童・生徒が圧倒的に多く，と
くに小学校低・中学年を対象としたものが多
い。③逆に高校生・大学生を対象としたプロ
ジェクトや，地域住民をはじめとする一般の社
会人を対象としたものが少ない。④選択される
テーマとしては，「ゴミ」「水」「自然保護」など，
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図 1　ESDのプロジェクトの主体
Schmidt & Guerra （2013） p.201をもとに作成
図 2　ESDのプロジェクトの対象者
Schmidt & Guerra （2013） p.198をもとに作成
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図 3　ESDプロジェクトのテーマ
Schmidt & Guerra （2013） p.204をもとに作成
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従来から環境教育で取り上げられてきた「伝統
的」なテーマが多い。
3．ESDの抱える課題
Schmidtと Guerraによるアンケート調査の
結果のみから，ポルトガルにおける ESDの全
体像や課題を明らかにすることは難しいが，少
なくとも以下のような課題は指摘できよう。
第 1は，ESDの活動が主に学校の児童・生
徒を対象とした学校に閉じた活動が多く，地域
社会や児童・生徒の家族をも巻き込んだ活動に
は発展していない点である。とくに，ESDの
普及を考える上では，各種の学校のみならず企
業や地域住民等と連携した活動が不可欠となる
が，そうした「活動の地域社会への広がり」と
いう点において問題が残る。
第 2は，ESDの活動の対象が小学校低・中
学年を中心とする低年齢層に偏っており，選択
されるテーマも環境教育で扱われてきた「伝統
的」なものが多い点である。早期からの低年齢
層を対象とする活動が ESDの活動全体にとっ
て有効であることは疑う余地がない。しかし，
人権や平和等の社会的な課題や，貧困等の経済
的課題について，グローバルな視野から学習を
進めるためには，社会科学的な知識の理解があ
る程度可能となる中学生・高校生等の生徒を対
象とした方が大きな効果が期待できる。こうし
た ESDの活動の低年齢層志向については，活
動の「幼稚化（infantilização）」として Schmidt
（2012，p.65）も問題視しているが，とくに
今後は中学生・高校生・社会人を対象とした
ESDの取組みを強化する必要がある。
以上のように，ポルトガルは ESDの取組み
においていくつかの課題を抱えているが，とく
に地理教育との関わりで考えた場合，中学生・
高校生を中心としたより高い年齢層の生徒を
対象とした学習の充実が大きな課題となってい
る。そこで，以下では日本の中学校に相当する
基礎教育第 3期 4）の地理教育カリキュラムに
着目し，ESDの展開が地理教育カリキュラム
にいかなる影響を及ぼしているのかを検証する
ことにしたい。
Ⅲ　地理教育カリキュラムへの ESDの
　　影響
1．『ナショナル・カリキュラム』の内容
ポルトガルの地理教育は，日本の小学校低・
中学年に当たる第 1～ 4学年（基礎教育第 1
期）の教科「環境学習（Estudo do Meio）」，小
学校高学年に当たる第 5～ 6学年（同第 2期）
の「ポルトガル歴史・地理」，中学校に相当す
る第 7～ 9学年（同第 3期）の「地理」におい
て，一貫して行われている。また，高校でも「地
理」が選択科目の 1つとして置かれている 5）。
このうち，基礎教育については 2001年に『基
礎教育ナショナル・カリキュラム（Currículo 
Nacional do Ensino Básico）』（Departamento da 
Educação Básica, 2001）が発表され，基礎教育
全体で育成されるべき一般的コンピテンシーの
他に，「地理」「ポルトガル語」「外国語」「数学」
「環境学習」「歴史」「自然科学」「芸術教育」「技
術教育」「体育」の各分野についての専門的コ
ンピテンシーが示された。
この『ナショナル・カリキュラム』のうち
「地理」の専門的コンピテンシーに関する内容
は全 240ページのうち 22ページを占めるが，
その冒頭には「基礎教育カリキュラムにおける
地理の役割」の項目が置かれている。そこでは，
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基礎教育全体を通じて育成される一般的コンピ
テンシーの形成に地理教育が大きく貢献する存
在であることが強調されているが，それを踏ま
えて「一般的コンピテンシー育成への地理の貢
献」として一般的コンピテンシー育成に直接的
に結びつく 13項目の地理的コンピテンシーが
示されている（資料 1）。これら 13項目のコン
ピテンシーのうち 7）～ 10）および 13）の 5項
目が ESDと直接的に関係する内容であり，全
体の約 3分の 1を占めている。このことからも，
基礎教育における ESDの中核的な分野として
地理教育が位置づけられ，その成果が大きく期
待されていることが分かる 6）。
「一般的コンピテンシー育成への地理の貢献」
に続くのが「専門的コンピテンシーと学習経
験」である。具体的には，各期についての専門
的コンピテンシーが，「位置」「場所・地域に
ついての理解」「空間の相互関係のダイナミズ
ム」の 3つの領域ごとに箇条書きで示されてい
るが，そのうち ESDに関係する内容が盛り込
まれているのが「空間の相互関係のダイナミズ
ム」の領域である（資料 2）。
資料 2によれば，基礎教育第 1期で ESDと
関係した内容は，全 4項目のうち「自分が生活
する環境の改善・保全・活性化に貢献できるよ
うな具体的で実現可能な行動をするために，環
境の良い面と悪い面について考える。」の１項
目のみである。また，第 2期でも全 3項目のう
ち「環境そのものの改善に直接的に関わり，自
分が生活する空間への帰属意識や責任感を育
くむ。」の 1項目のみが ESDに関係した内容と
なっている。一方，第 3期では 4つの項目すべ
てが ESDに直接関係する内容から構成されて
いる。とくに，最後の項目には「持続可能な開
発」という文言が使用されており，基礎教育の
地理学習では第 3期が ESDの中核部分を構成
していることが分かる。
前述したように，ポルトガルで ESDが本格
資料 1　「一般的コンピテンシーへの地理の貢献」の内容
 1） 地理的に考察するための能力の発達とは，場所・地域・世界のさまざまな要素を空間的な文脈において統
合することである。
 2） さまざまな地域や景観を発見・理解し，維持すべき自然・文化的な財産としてその多様性を評価するため
の知的好奇心。
 3） 位置・分布と空間の相互関係を表すための，地理的概念の理解。
 4） 地理的問題に関する調査，整理，分析，まとめ，表現，情報伝達のプロセスの発達。
 5） 地理的現象の分布の様子を説明し，その変化や相互関係を説明するための，地理的用語の適切な使用。
 6） 地理的現象の分布を考察したり説明したりするための，グラフ化・地図化の技術の適切な使用。
 7） 可能な解決法を示すための，世界の具体的な問題の分析。
 8） 人間と環境との相互作用の結果としての地理的空間の差異の認識。
 9） 世界の人々による資源の不平等な配分の認識と，資源の枯渇に悩む人々との連帯。
10） 環境への人間の介入によりもたらされる問題の意識化，環境の維持や保護のための準備，持続可能な開発
につながる行動への参加。
11） 地理的に情報を受け取り，マスメディアにより広められる情報に対する批判的な態度を持つための資質。
12） 個々の経験に対する省察，現実世界についての地理的知識の関連性を理解するための実態の認識。
13） 世界市民の意識を育むための，世界と関わって人間が生きる場の重要性の相対化。
Departamento da Educação Básica（2001）p.108をもとに作成。
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的に推進され始めたのは 2005年以降であっ
たため，2001年に発表された『ナショナル・
カリキュラム』においては ESDの影響は一般
に少ないと考えられてきた（Cachinho, 2012, 
p.167）。しかし，とくに基礎教育第 3期におい
ては ESDに関連したコンピテンシーの育成が
目指されると同時に，学習内容の面でも ESD
に関する内容が多い。具体的には，第3期の「地
理」の学習内容は，①地球─学習と表現─（第
7学年），②自然環境（第 7～ 8学年），③人口
と居住（第 7～ 8学年），④経済活動（第 7～
8学年），⑤発展のコントラスト（第 9学年），
⑥リスク，環境と社会（第 9学年）の 6つのテー
マから構成されるが，とくに第 9学年に配当さ
れている⑤発展のコントラスト，⑥リスク，環
境と社会の 2つのテーマは ESDと直接的に関
わる内容となっている。その意味では，第 9学
年の「地理」において ESDが特に重視されて
いると言える。そこで，次に第 9学年の学習内
容に焦点をしぼり，『ナショナル・カリキュラ
ム』のレベルでいかなる学習活動が期待されて
いるのかを明らかにしたい。
2．第 9学年における学習内容
第 9学年の「地理」の学習内容を知るうえで
重要となるのが，『ナショナル・カリキュラム』
に対する教師の理解を深める目的で刊行された
『カリキュラムの目的（Metas Curriculares）』
（Ministério da Educação e Ciência, 2013）であ
る。このうち「地理」の第 9学年の項目を示し
たのが資料 3である。実際には，項目ごとに具
体的な学習内容が示されているが 7），紙幅の関
係でここでは項目のみを示すにとどめた。
まず，「発展のコントラスト」では，人間開
発指数等の指標を利用して，発展の程度の異な
る国々，すなわち先進国から開発途上国に至る
まで多様な国々が世界に存在することを理解す
ることから始まる。その上で，世界の貿易の仕
組み，とくに発展の程度が異なる国々どうしの
貿易関係（相互依存関係）について学習する。
そのような学習を踏まえて，最終的には開発途
上国への支援活動における NPOの貢献など，
資料 2　ESDに関係する専門的コンピテンシーの内容
■　第 1期　「空間の相互関係のダイナミズム」
以下のことができるようになること。　
　• 自分が生活する環境の改善・保全・活性化に貢献できるような具体的で実現可能な行動をするために，
環境の良い面と悪い面について考える。
■　第 2期　「空間の相互関係のダイナミズム」
以下のことができるようになること。　
　• 環境そのものの改善に直接的に関わり，自分が生活する空間への帰属意識や責任感を育くむ。
■　第 3期　「空間の相互関係のダイナミズム」
以下のことができるようになること。　
　• 自然的・人文的現象の間の相互関係を解釈・分析し，問題を発見する。
　• 人文的現象が自然環境に与える影響について具体的な事例をあげて分析し，実現可能な解決策を考える。
　• 地域の環境の質について批判的に考察し，それらの環境の質を改善するために具体的で実行可能な行動
を提案する。
　• 持続可能な開発を維持するような環境保全の重要性について，具体的事例をあげて分析する。
Departamento da Educação Básica（2001）p.112～123をもとに作成。
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先進国と開発途上国の格差を緩和するための解
決策について生徒たちが学んで行く内容となっ
ている。
また，「リスク，環境と社会」8）では，まず
気候変動に伴って多発する気象災害や，地すべ
り・山崩れ等の地形的な自然災害について学習
する。こうした自然災害についてだけでなく，
さらに人間活動が要因の１つとなっている地球
温暖化や砂漠化等の複合的なリスクについて
も，具体的な問題に即して学習が進められる。
資料 3　第 9学年の学習内容の概略
■　発展のコントラスト
• 発展の程度の異なる国々
1．経済発展と人間開発の概念を理解する。
2．人間開発指数やその他の複合指標に基づき，発展の程度の異なる国々について理解する。
•発展の程度の異なる空間どうしの相互依存関係
1．国々の発展における主な自然的・歴史的・政治的・経済的・社会的な障害を確認する。
2．世界の貿易の仕組みを確認する。
•発展のコントラスを緩和するための解決策
1．発展のコントラストの緩和を試みる解決策について理解する。
■　リスク，環境と社会
• 自然的なリスク
1．リスクの理論と関連した概念を理解する。
2．環境や社会にとって重要な気候的なリスクとしてのハリケーンや竜巻について理解する。
3．気候的なリスクとしての旱魃について，環境や社会における影響とともに理解する。
4．気候的なリスクとしての寒波や熱波について，環境や社会における影響とともに理解する。
5．水文学的なリスクとしての降雨や洪水について，環境や社会における影響とともに理解する。
6．地形的なリスクとしての地すべりや山崩れについて，環境や社会における影響とともに理解する。
• 複合的なリスク
1．地球の熱収支における大気の重要性について理解する。
2．酸性雨やスモッグの形成における大気汚染の影響について理解する。
3．温室効果やオゾン層における大気汚染の影響について理解する。
4．地球システムにおける水圏の重要性について理解する。
5．環境や社会における水圏の汚染の影響について理解する。
6．環境や社会における土壌劣化と砂漠化の影響について理解する。
7．地球スケールや国内における森林の重要性について理解する。
8．環境や社会における森林火災による影響について理解する。
• 持続的な開発のための環境の保全・管理・運営
1．自然遺産を保護し，持続的な開発を促進する必要性について理解する。
2．自然遺産の保護や持続的な開発の促進における国際的な協力の役割について理解する。
3．弾力性の増進や持続的な開発の見地から，集団的・個人的な方策を採用することの必要性について理解する。
Ministério da Educação e Ciência（2013）p.1–7を和訳。
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そして，環境保全を考慮しながら弾力的に社会
的な発展を実現するための国際的な協力関係に
ついて考え，また地球の環境容量を示す指標で
あるエコロジカル・フットプリントの活用等を
通じて，個人・社会のレベルで行うべきリスク
回避の方法について考察する，という構成を
とっている。
これらの内容は，「国連持続可能な開発のた
めの教育のための 10年」実施計画において持
続可能性の基礎としてあげられている地域間の
公平，貧困削減，環境の保全と回復，天然資源
の保全，公正で平和な社会といったテーマ（「国
連持続可能な開発のための教育のための 10年」
関係省庁連絡会議，2011, p.4-5）を直接的に
扱っており，ESDの影響を強く受けた学習内
容となっている。
3．教科書記述の実際
以上のような『ナショナル・カリキュラム』
のレベルにおける ESDの特徴が，実際の授業
にどのように反映されているのかを知る手がか
りを得るために，次に教科書における関係部分
の記述について確認しておきたい。
例えば，Texto Editora社発行の第 9学年の
「地理」教科書では 9），テーマ「発展のコント
ラスト」は「1．先進国と開発途上国」と「2．
格差を軽減する上での障害と解決策」の 2つの
項目から構成されている。このうち「1．先進
国と開発途上国」（全 43ページ）は，以下のよ
うに，総論に相当する①で先進国と開発途上国
の存在について学習し，それを踏まえて各論の
②で人間開発指数や他の指標ごとに格差の実態
を理解する内容となっている。
①先進国と開発途上国：
先進国・開発途上国それぞれについての定義
と分布に関する解説，および 1人当たり国民
総生産・平均寿命・識字率を指標とした国家
間格差の存在を認識させるための総論的な解
説。
②開発の指標：
1） 人間開発指数：世界各国の数値，時間的
推移，1人当たり国民総生産との比較，
人間開発指数による比較の限界。
2） その他の指標：1人当たり国民総生産，
識字率・就学率（教育水準），平均寿命，
水道・下水の普及率，乳児死亡率，栄養
失調の人々の割合。
また，これら本文の解説とは別に，6つの「事
例学習」が設けられている。内容は，「先進国
と開発途上国の同年齢の子どもの生活の比較」
「ヨーロッパ内部の国家間の経済的格差」「識字
率や女性の就学率の格差とその背景」「エイズ
の感染と患者の分布」「健康・衛生面での女性
差別」「人口増加と食糧危機」となっており，
図表・資料を利用して具体的な事例をもとに事
象を説明している。例えば，「先進国と開発途
上国の同年齢の子どもの生活の比較」では，ノ
ルウェーとニジェールの同年齢の子どもの日常
生活を写真入りで紹介し，2人の生活を比較す
ることで，国家間の経済的な格差について実感
的に理解できるよう工夫されている。
また，「事例学習」の他に，学習スキルの習
得を目指した 4つの「作業学習」と，4つの「発
展学習」が用意されている。例えば，先進国に
おいて問題化している栄養過多による肥満に関
する「発展学習」では，BMI（肥満度）の計算
を課題として取り入れるなど，第 9学年の生徒
たちの発達段階を考慮した内容となっている。
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以上のように，ポルトガルでは教科書の検定
制は採用されていないが，実際の教科書記述は
『ナショナル・カリキュラム』の趣旨をかなり
忠実に反映した内容となっている。生徒の理解
を図るために，図表・写真が多用されるいっぽ
う，知識の一方的な注入に終わらないよう「作
業学習」も導入されており，ESDを学ぶ教科
書としてのレベルは高い。しかし，他学年の
「地理」の教科書と同様，知識の習得に重点が
置かれる傾向が強く，それらの知識を活用して
問題を解決し，生徒たちの行動の変革を目指す
ための具体的な道筋については明確に示されて
おらず，その点では課題も残る。
Ⅳ　地理教育における ESDの課題
ポルトガルで ESDの本格的な取組みが始
まったのは 2005年以降であると言われている
が，本稿で述べてきたように，実際には 2001
年に公表された地理の『ナショナル・カリキュ
ラム』にも ESDの考え方がかなり色濃く反映
されている。例えば，「一般的コンピテンシー
への地理の貢献」（資料 1）には ESDに関する
内容が数多く存在し，また第 9学年を中心に
ESDを強く意識した学習内容が示されている。
日本の ESDの現状を考える時，少なくともナ
ショナル・カリキュラムや教科書のレベルで
は，かなり先進的な内容が盛り込まれていると
言えよう。
しかし，こうした学習内容にも課題がない訳
ではない。最も大きな課題としてあげられるの
は，教科書に顕著に表れているように，学習内
容が依然として知識の習得に著しく偏っている
点である。確かに『ナショナル・カリキュラム』
の作成者としては，習得された知識が「一般的
コンピテンシーへの地理の貢献」で示されてい
るような「世界の人々による資源の不平等な配
分の認識と，資源の枯渇に悩む人々との連帯」
や「環境への人間の介入によりもたらされる問
題の意識化，環境の維持や保護のための準備，
持続可能な開発につながる行動への参加」に結
びつくことを期待している。そうした意図は十
分に読み取れるが，知識の習得から「連帯」「参
加」にどのように繋げて行けば良いのか，その
具体的な展開例はほとんど示されておらず，実
際には各教師の指導に委ねられる部分が大き
い。そのため，地理担当の教師には高いレベル
の指導力が期待されるが，現実には理想とされ
る授業の実現はきわめて困難な状況にある。そ
れは，以下のような事情による。
ポルトガルでは，1986年に教育制度基本法
が制定されて以降，教育改革が本格的に開始さ
れ，急速に教育の現代化が進められてきた。と
くに，1990年代に生徒の学習意欲の低下，不
登校の増加，生徒の社会に対する無関心が問題
化するなか，教科教育においても，従来からの
教師による「指導」だけでなく，生徒の「学習」
への関心が次第に高まり，生徒の自発的な追究
を促すような課題設定のあり方などに注目が集
まるようになった（Alegria, 2002，p.92）。こう
した状況のなかで，教育省によって 2001年に
公表されたのが『ナショナル・カリキュラム』
であった。
『ナショナル・カリキュラム』は，これまで
の知識の習得を重視する教育から，転移可能な
「コンビテンシー（Competência）」10）重視の教
育に大きく舵をきる画期的なものであった。と
くに，『ナショナル・カリキュラム』は，そこ
で示されたコンピテンシーを参考にしつつ，学
12 ポルトガルにおける ESDの展開と地理教育（池）
校や生徒の実態を考慮した形態・方法で，教師
が独自のカリキュラムを構成することを前提と
しているが，そのような経験を持たない多くの
教師にとって，自立性の高いカリキュラムの作
成はきわめて困難な作業であった。そのため，
それまで教科書を中心とした知識重視の授業に
慣れ親しんできた教師たちには戸惑いが大き
く，Cachinho（2012, p.171-172）が指摘するよ
うに，教育省の意図とは裏腹に，教育現場での
教師の授業は本質的には全く変化しておらず，
理論と実践の乖離が顕著となりつつある 11）。
このような「理論と実践の乖離」が進む状況
の中では，依然として多くの学校では知識の伝
達を重視する地理の授業が行われている可能性
が高い。そのため，ESDの目標である「環境・
経済・社会の面において持続可能な将来が実現
できるような行動の変革」を目指し，持続可能
な開発につながる行動への生徒の参加を促すよ
うな地理授業が行われている可能性も，残念な
がら低いと言わざるを得ない。
この問題を克服するためには，全く新しい学
習経験を現職教師たちに与える学習プログラム
や，学生向けの教員養成プログラムの開発が少
なくとも必要であり（Cachinho, 2012, p.174），
教育省の迅速かつ丁寧な対応が強く求められて
いる。
Ⅴ　おわりに
本稿では，急速な教育改革が進められつつあ
るポルトガルにおいて，ESDがどのように展
開され，地理教育カリキュラムにいかなる影響
を与えているのかを明らかにしようと試みた。
その結果，以下のことが分かった。
1． ポルトガルにおいては ESDの全国的な取組
みが遅れ，取組みが本格化したのは 2005年
以降であった。また，ESDを実質的に推進
してきたのは，主に地方行政（市町村）や
NPO等の民間団体であった。
2． ESDのプロジェクトは，学校の児童・生徒
を対象者としたものが大半を占め，とくに
小学校低・中学年を対象者とするものが多
い。また，そのテーマも環境教育で従来か
ら扱われてきた「ゴミ」「水」「自然保護」
が多い。
3． 基礎教育の地理『ナショナル・カリキュラ
ム』には，ESDの影響が色濃く見られる。
とくに，基礎教育の地理カリキュラムでは
第 9学年の「発展のコントラスト」「リスク，
環境と社会」が ESDを学ぶ中核的な単元と
して位置づけられている。
4． 地理教科書では ESDの視点が重視されてい
るが，知識の習得に重点が置かれる傾向が
強い。そのため，ESDが目指す持続可能な
開発につながる主体的な行動を生徒に促す
ための道筋が明確に示されてはおらず，各
教師の指導に委ねられる部分が大きい。
5． 多くの教師は，教育改革に伴うコンピテン
シー重視の地理学習への対応に困難を感じ
ており，「理論と実践の乖離」が進んでいる。
そのため，依然として知識の伝達を重視す
る授業が行われている場合が多く，ESDが
目標とする価値観や行動の変革をもたらす
授業の実現には多くの課題が残されている。
注
 1） ルツェルン宣言の全文は，大西宏治によって日
本語訳されている（大西，2008）。
 2） 環境に関する情報へのアクセスや，意思決定に
おける市民参加，司法へのアクセスに関する条
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約であり，デンマークのオーフスで開催された
国連欧州経済委員会の第 4回環境閣僚会議にお
いて採択された。
 3） Schmidt & Guerra（2013）は，「持続可能な開
発」に含まれる具体的なテーマとして「生活の
質」「市民性」「市民運動」「消費」等をあげて
いる。したがって，「持続可能な開発」として
分類されているテーマは，環境と開発に関する
社会・経済的な問題を扱ったテーマ全体を包含
するものと理解される。
 4） ポルトガルでは，第 1～ 9学年が基礎教育，第
10～ 12学年が中等教育として位置づけられお
り，基礎教育・中等教育の 12年間が義務教育
とされている。このうち基礎教育は第 1期（第
1～ 4学年），第 2期（第 5～ 6学年），第 3期（第
7～ 9学年）の 3期に区分されている。
 5） ポルトガルの学校教育制度と地理教育カリキュ
ラムの概要については，池（2015）に詳しい。
 6） 『ナショナル・カリキュラム』において，ESD
を強く意識した記述が見られるのは，「地理」
「自然科学」「技術教育」の分野であり，「地理」
は ESDを担う主要教科の 1つとして位置づけ
られている（Cachinho, 2012, p.168）。
 7） 例えば，「発展のコントラスト」のうち「発展
の程度の異なる国々」の第 1項目「経済発展と
人間開発の概念を理解する」では，実際には以
下の 6つの具体的な学習内容が示されている。
①国内総生産と国民総生産を確認する。②経済
発展と人間開発を区別する。③多様な性質の人
間開発の指標（人口学的，社会的，文化的，経
済的，政治的，環境的な）について述べる。④
グローバルなスケールでの経済発展と人間開発
についての指標の分布図を解釈する。⑤経済発
展と人間開発の指標に基づき，発展の程度の異
なる国々を比較する。⑥ OPEC（石油輸出国機
構），NIEs（新興工業国），BRICS，後発開発途
上国の特徴を把握し，位置を確認する。
 8） 基礎教育第 3期「地理」の具体的な学習内容や
学習例等を示した『第 3期地理カリキュラム指
針』（Departamento da Educação Básica, 2004）
が 2004年に刊行されて以降，「環境と社会」と
いうテーマ名が使用されてきたが，2013年に
公表された『カリキュラムの目的』から，テー
マ名が「リスク，環境と社会」に変更された。
 9） 本稿では，Texto Editora社発行の第 9学年用の
地理教科書である Rodrigues & Coelho （2009）
を参考にした。
10） Departamento da Educação Básica（2001, p.9）
によれば，コンピテンシーは「知識・能力・態
度・経験を通して理解されるものを統合した広
い概念」として捉えられ，多様な場面，とくに
問題に直面したときに知識・能力・方法を適切
に適用できる力を意味している。
11） Martin（2010, p.9）も，多くの教師は専門的コ
ンピテンシーの内容を授業に活かしきれず，従
来からの知識の伝達を重視する授業が行われて
いる場合が多い，と指摘している。
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